
電化住宅と創エネで家計負担軽減へ ～不安定な世界情勢に対応する住宅～

　電化住宅は家庭で必要とされるエネルギー源を
電力に 1本化した住宅のことで、一般的には「オー
ル電化住宅」などと呼ばれます。業界関係者の中
にはエネルギーインフラを 1本化する際にはリス
クも共存するとの指摘がありますが、昨今、電化
住宅への注目が集まっています。
　その背景として挙げられるのが不安定な世界情
勢によるエネルギー価格の乱高下です。家庭で一
般的に消費されるエネルギーは電気とガスが挙げ
られます。これらの料金が中東戦争やロシアによ
るウクライナ侵攻によって上昇基調にあります。
　業界では関東を中心として都市ガス料金が上昇
しているとの声もあります。ガスを家庭で作るこ
とは難しくても電気を創ることは可能です。こう
した背景の中で電化住宅は注目されています。
　さて、政府は「酷暑を乗り切ることを支援する」
として、5月分で一度終了した電気・ガス代料金
の補助を再び開始しました。
　政府からの補助がある一方、生活に必要なイン
フラの利用料金を補助金に依存することについ
ては不安の声もあります。我が国の情勢が将来ど
うなるかはいつの時代も不透明です。自らエネル

ギーを生み出す電化住宅はこうした課題の解決に
役立つ選択肢といえます。
　電化住宅に必要な設備機器としてはエコキュー
トと太陽光発電設備が挙げられます。エコキュー
トは空気の熱を利用して効率的にお湯が沸かせる
装置のことです。
　特に給湯器を高効率機器にアップデートするの
は重要とされます。その根拠は我が国が消費して
いる世帯あたりのエネルギー消費量です。
　下図は経済産業書が 1年に一度公表している
「エネルギー白書」の最新版から抜粋しました。
この中に 1世帯が消費するエネルギー量の内訳
が示されています。2022 年度では「給湯」が
27.2％と、およそ3割を占めることが分かります。
　ちなみに、「暖房」でも 25.3％を占めています
が、これについてはエアコンの省エネ性能が向上
しているため、買い替えなどで消費電力を抑える
ことが可能になるでしょう。もちろん、電化住宅
の建築を検討する際にはいかに省エネ性能が高い
住宅設備を導入するかが重要な視点となります。
　さて、高効率給湯器のメリットは省エネ性能だ
けではなく、夜間電力が安くなる電気料金の契約

第 2節　部門別エネルギー消費の動向
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認します。1965年度には、家庭部門のエネルギー消費の3分

の1以上を石炭が占めていましたが、その後は主に灯油に代

替され、1973年度には石炭のシェアが大幅に減少しました。

この時点では、ガス（都市ガス及びLPガス）、灯油、電力が

それぞれ約3分の1のシェアでしたが、その後、エアコン等

の家電製品の普及等によって電気のシェアが大幅に増加し、

2022年度は52.1％を占めました（第212-2-6）。

3．�運輸部門のエネルギー消費の動向

（1）�運輸部門のエネルギー消費の動向

運輸部門は、乗用車やバス等の旅客部門と、陸運や海運、

貨物航空等の貨物部門に大別されます。2022年度の最終エネ

ルギー消費全体に占める運輸部門の割合は23.6％であり（第

211-1-1参照）、そのうち57.6％を旅客部門が、42.4％を貨物部

門が占めました。

運輸部門のエネルギー消費は、1965年度から1973年度にか

けて2.3倍に増加し、その後、二度のオイルショックを経て

伸び率は鈍化したものの、1973年度からピークを迎えた2001

年度にかけて、さらに2.1倍に増加しました。その後は、輸

送量の低下と輸送効率の改善等により減少傾向に転じていま

す。2022年度は、旅客部門のエネルギー消費が前年度比7.7％

増加したものの、貨物部門では0.7％減少し、運輸部門全体

では4.0％の増加となりました。1973年度のエネルギー消費の

水準を100とした場合、2022年度のエネルギー消費は、旅客

部門が177、貨物部門が130、運輸部門全体では154となってい

351
125

-56

-451
-340

224

239
265 222

114

574

364

209

-228 -226

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1973-1985 1985-1995 1995-2005 2005-2015 2015-2022

世帯数要因

原単位要因

エネルギー増減

(PJ)

（年度）

【第212-2-2】家庭部門のエネルギー消費の要因分析

（注1） 「総合エネルギー統計」は、1990年度以降、数値の算出方法が変
更されている。

（注2）完全要因分析法で交絡項を均等配分している。
資料： 資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、総務省「住民基本

台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」、日本エネルギー
経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」を基に作成
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【第212-2-3】家庭用のエネルギー消費機器の保有状況の推移

（注）カラーテレビのうち、ブラウン管テレビは2012年度調査で終了。
資料：内閣府「消費動向調査（二人以上の世帯）」を基に作成
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【第212-2-4】主要家電製品のエネルギー消費効率の推移

（注1） 「エアコン」は、冷房・暖房期間中の消費電力量。冷暖房兼用・
壁掛け型・冷房能力2.8kWクラス・省エネ型の代表機種の単純
平均値。

（注2） 「電気冷蔵庫」は、年間消費電力量（定格内容積400Lとする場
合）。定格内容積当たりの年間消費電力量は主力製品（定格内
容積401〜450L）の単純平均値を使用。なお、2015年度以降は
JIS規格が改訂されている。

（注3） 「テレビ（液晶型）」は、年間消費電力量。液晶テレビ・2K未満・
30インチ以上・HDDなしのカタログ値の単純平均値。

資料：資源エネルギー庁「省エネ性能カタログ」等を基に作成
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【第212-2-5】世帯当たりのエネルギー消費原単位と用途別エ
ネルギー消費の推移

（注） 「総合エネルギー統計」は、1990年度以降、数値の算出方法が変
更されている。

資料： 資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、総務省「住民基本
台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」、日本エネルギー
経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」を基に作成
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【第212-2-6】家庭部門のエネルギー消費の推移（エネルギー源別）

（注） 「総合エネルギー統計」は、1990年度以降、数値の算出方法が変
更されている。

資料： 資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、総務省「住民基本
台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」、日本エネルギー
経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」を基に作成

出典：エネルギー白書2024
資料：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び
世帯数」、日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」をもとに作成としている
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テーマ： 「実家の相続に関する意識調査」

持家市場が苦戦する中で、都市型住宅で存在感のある旭化成ホームズのキャンペーン「実家のこれ

から」相談会が話題になっている。「実家の相続」をキーワードとして、単なる二世帯住宅や建て替え

需要を顕在化させる手法から、住み替え売却、資産活用まで顧客の視点から多様な選択肢を提案し

ている。

１． 年度 ～ 月期の住宅着工は前年比マイナス ％

～ 月の新設住宅着工戸数の需要別の動向を見ると、新設住宅合計でマイナス ％、持家需要マイナス

％、貸家需要はマイナス ％、分譲需要はマイナス ％とすべての需要でマイナスに転じた。これは首

都圏における分譲マンションの落ち込み、貸家需要がなかなか回復しないことが大きな要因と考えられる。

住宅会社各社にとっては、今まで持ち家市場を

補完してきた賃貸需要が低迷する中で、メイン市

場である持ち家需要の掘り起こしが課題になって

いる。

この夏の各社のキャンペーンを見ると、積水ハウ

スは「プランニングカフェ 設計相談会」と恒例の

「住まいの参観日」の展開。住友林業は「夏の家

設計相談会」、セキスイハイムは新商品「新型パ

ルフェ発表会」で集客を図っている。

しかし、住団連の「住宅業況調査（第一回 月調

査）」の結果では、展示場来場者や引き合い増加

を示す指数は前年を大きく下回っている。

また、経営者の景況判断調査（第二回 月調査）

の 月から 月の見通しにおいても「消費増税に

よる駆け込みが徐々に発生してくる時期であり、

顧客の動きも活発化してくると思われる」という楽観的な声も聴かれるが、反面「戸数アップは期待できず、

、二世帯住宅などの単価アップに期待」との声もあり、量的拡大といった成果に結びつかないのが現状の

ようだ。

そんな中で、戦略的なマーケティングに定評のある旭化成ホームズのキャンペーンテーマが話題になっ

ている。同社は、首都圏を中心とした大都市圏にターゲット市場を限定し、 会場に複数出展するドミナン

ト展示場戦略や、二世帯住宅、三階建て住宅、賃貸併用型、 子供を持たない共働き世帯 など

新しい住まい方の提案するすることで需要拡大を図ってきた。

今回は「実家と相続」という古くて新しいテーマを取り上げ、生活者調査「実家の相続に関する意識調査」

に基づいたキャンペーンを展開している。 月の受注速報はまだ公表されていないが、関係者の間で話

題になっている。
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の場合は電力の安い夜間にお湯を沸かすため、電
気代が軽減できる点が挙げられます。
　このように消費エネルギーを少なくする省エネ
設備機器と太陽光発電設備など創エネ設備を組み
合わせることにより家庭で消費するエネルギー量
を創エネ量で賄うことも視野に入れられます。
　このほか、電化住宅に前向きな意見を挙げる地
場工務店経営者の声も紹介します。少子高齢化の
今、工務店の顧客には高齢者世帯が多くなってい
ます。そんな中、懸念されるのが火の消し忘れや
ガス漏れなど火災のリスクです。

　火災報知器が鳴動していても気づかなかった
り、袖口にコンロの火がついてしまう事故などを
懸念して高齢者世帯の息子・娘から電化住宅を検
討している旨、相談を受けることがあるといいま
す。
　安全・安心・省エネ・家計負担軽減につなげら
れる電化住宅が地場工務店の提案する選択肢の一
つになることがいま、望まれています。

掃除されない玄関先など　住宅侵入のリスクに

　三井住友海上火災保険㈱（東京都千代田区）は
住宅防犯における意識や、各家庭の防犯状況につ
いて明らかにする目的で「令和の住宅防犯実態調
査」を実施しました。
　調査対象は戸建ての持家を所有している 30～
49 歳の子持ち家庭の男女 500 名。調査機関は
2024年 8月 9～ 20日としています。
　同社は住宅侵入のリスクがある住宅の特徴とし
て「自宅の植木や枯れ木の手入れがされていな
い」、「玄関先が掃除されていない」、「ポストにチ
ラシなどが溜まりがち」などを挙げます（表1）。
　このような特徴に当てはまる家庭かを聞くと、
「当てはまる」と回答した人は 75.6％となりまし
た（図1）。そのうち、64.6％が防犯対策を行って
いませんでした（図 2）。同社は「多くの人が無
意識のうちに、住宅に侵入されやすい状況を作り
出していることが分かった」と指摘しています。
　防犯対策をしている人の費用の平均は、1カ月
あたり 3833 円といいます。一方で、今後、防犯
対策を検討する人の予算は、7割が月額 2000 円

【図1】住宅侵入に遭いや
すくなる習慣がある人
（複数回答n=500名）

【図2】左図で「当てはまる」と
答えた人に防犯対策を行ってい
るか聞いた（複数回答n=378名）

【表1】同社の挙げる「住宅侵入のリスクがある住宅の特徴」

自宅の植木や枯れ木の手入れがされていない／玄関先が掃
除されていない／ポストにチラシなどが溜まりがち／夜の
時間帯に自宅周辺が薄暗く人目につきづらい／自宅の敷地
内で周囲から死角になる場所がある／コンビニなど５分以
内の外出やゴミ出しなどの際に鍵を閉めないことがある
／置き配を夜まで放置していることがある／外に干した洗
濯物を仕事などで夜遅くまで取り込まないことがある／自
宅にいる際に玄関や窓の鍵を開けたままにすることがあ
る（夏場や換気の際に開放している場合は除く）／リモー
トワーク中に玄関や窓の鍵を開けたままにすることがある
（夏場や換気の際に開放している場合は除く）

当てはまる
75.6%

当てはまらない
24.4%

はい
35.4%いいえ

64.6%
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Report

補助が家計負担額に与えた
影響▶電気・ガス代は、
8月使用分から 3か月間の
補 助。8、9 月 は 1kWh あ
たり 4円、10 月は 2.5 円を
支援。家計負担の軽減額は
400kWh を 1 世帯の目安と
して、8、9月の補助額で 4
円× 400kWh=1,600 円とな
りました。10月の場合、2.5
円× 400kWhで 1,000 円となります。また、都市ガ
スについて 8、9月は 1㎡あたり 17.5 円、10月は 1
㎡当たり 10円となっています。家計負担の軽減額
については 30㎡を 1世帯の目安として 8、9月の補
助額の場合、17.5 円× 30㎡で 525円。10月の場合、
10円× 30㎡で 300円となりました。
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傾
向
が
認
め
ら
れ
る
と
い
う
こ
と

な
の
で
し
ょ
う
。
同
様
に
遠
か
ら
ず
、「
環

境
配
慮
が
で
き
る
工
務
店
は
良
い
家
を
作

る
」
と
の
評
価
が
多
数
派
を
占
め
る
時
代

が
到
来
す
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
環
境
問

題
へ
の
対
応
は
コ
ス
ト
高
に
つ
な
が
る
と

の
指
摘
も
あ
り
ま
す
が
、
電
化
住
宅
は
家

計
負
担
の
軽
減
に
つ
な
げ
ら
れ
る
可
能
性

も
内
包
し
て
い
る
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

電気料金の補助
2024年10月使用分

低圧2.5円 /kWh

都市ガス料金の補助
2024 年 10 月使用分

10.0円/㎥

出典：経済産業省資源エネルギー庁
「エネルギー価格の支援について」よ
り引用 /URL:https://www.enecho.
meti.go.jp/category/gekihen_lp/



以下であることが判明しました（図 3）。同社は昨今の状況について
「ホームセキュリティの価格引き上げも続く中、低価格で手軽に始め
られるＡＩカメラなどの防犯グッズも増えてきている」と説明してい
ます。
　こうした状況をうけ、防犯アドバイザーの京師美佳氏は「住居・車
の防犯のポイントは、犯罪者が嫌がる４原則（音・光・時間・人の目）
で対策すること」とコメントしました。

来年１月１日以降に着工予定の建築物から「建築工事届」を改正

　令和 7年 1月 1日以降に着工予定の建築物から
「建築工事届」が変わる方針です。
　国土交通省は建築基準法施行規則及び建築動態
統計調査規則の一部を改正する省令を 10月 1日
に公布・施行。「建築工事届」の様式について、
用途の分類を建築確認申請における用途区分と一
致させるなどの改正を行うとしました。
　主な「建築工事届」の改正は、①主要用途欄に
ついて、従来は中分類項目まで記載していたとこ
ろ、大分類項目の区分に簡素化、②用途欄につい
て、従来は使途区分の 7区分から選択していた

ところ、建築確認申請の用途区分と同じ分類に変
更、③建築物ごとの物件名を記入する欄を追加、
④工事施工者について、担当者の氏名・連絡先を
記入する欄を追加――など。
　新様式は、着工又は除却の予定期日が令和 7年
1月 1日以後である建築物について適用します。
当該予定期日が令和 6年 12月 31日以前の建築物
については旧様式によることとするとしました。
【新様式】

【図3】これから防犯対策を検討
している人の月額の防犯対策予
算（複数回答n=440名）

2000円以上
28.4%

2000円以下
71.6%

新築住宅のキッチンで後悔　収納、形、コンセントの位置

　（一社）あんしん解体業者認定協会は、「新築住
宅のキッチンで後悔したことに関する意識調査」
を実施し、その結果を発表しました。調査対象は
新築を購入・建築した経験がある 323 人（女性
213人／男 110人）、調査期間が 8月 24日～ 9月
7日となっています。
　まず新築住宅のキッチンの種類を質問。「セミ
オープンキッチン」が半数近くとなる 49.3％でし
た。セミオープンキッチンは腰壁によって手元が
隠せるタイプ。オープンキッチンのような開放感
がありつつも、作業台に置いている調味料・調理
器具などは隠すことができ、油はねや水はねをあ
る程度おさえられるメリットもあります。リビン
グダイニングと繋がっているため家族とコミュニ
ケーションしながら料理でき、空間が広く見えや
すいのもメリットです。一方、解放感とおしゃれ
さが人気の「オープンキッチン」を採用した人も
35.6％と多くなりました。オープンキッチンは「ア
イランド」、「ペニンシュラ」など、設置方法によっ
て動線が大きく変わるのが特徴です。

　最後に新築住宅のキッチンで後悔したことを質
問。最も多かったのは「収納が少ない・使いにく
い」（84人）となりました。以下、2位「キッチ
ンの形」（33人）、3位「コンセントの位置・数」
（27人）が続きました。同社担当者は「収納、キッ
チンの形、コンセントの位置などは、実際に使っ
てみると『もっとこうだったら良かったのに…』
と思うケースが多い」と指摘しています。
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キタケイの提供する２つのプライベートブランド 

環境・ぬくもり・素材をテーマとした各種住宅資材  “ スプロートユニバーサル ”  

天然木にこだわったフローリングや壁材  “ リラクシングウッド ” 

企画・製造から販売までトータルにプロデュース、心からご満足いただける住まいづくりを 

バックアップします。 
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リラクシングウッド 
抗菌・抗ウイルス加工 フローリング ウイルスガードコート シリーズ 


